
地方財政審議会付議（説明）案件

令和 ３年 ６月 １日（火） 

（案件名） 

・ 共同発行市場公募地方債（１年）について（説明案件）

自治財政局 地方債課 

川畑補佐  （内 23393）  



○
地
方
税
な
どの
収
入
の
大
幅
な
減
少

○
公
営
企
業
（
病
院
、交
通
な
ど）

の
料
金
収
入
の
大
幅
な
減
少

○
地
方
団
体
の
年
度
内
の
資
金
繰
り対

策
とし
て
、

以
下
の
とお
り措

置
を
講
じ
る
。

①
地
方
税
の
徴
収
猶
予
に
伴
う減

収
へ
の
対
応


地

方
税

法
に

基
づ

く地
方

税
の

徴
収

猶
予

に
伴

い
生

じる
一

時
的

な
減

収
に

対
応

す
る

た
め

、猶
予

特
例

債
を

創
設

【地
方

財
政

法
改

正
済

】
資

金
調

達
力

の
弱

い
一

般
市

町
村

分
に

つ
い

て
最

低
金

利
で

あ
る

公
的

資
金

（
財

政
融

資
資

金
）

を
確

保
②
減
収
補
塡
債
の
公
的
資
金
の
確
保


地

方
税

の
大

幅
な

減
収

見
込

み
を

踏
ま

え
、従

来
は

民
間

資
金

で
対

応
して

い
た

減
収

補
塡

債
に

つ
い

て
一

般
市

町
村

分
は

最
低

金
利

で
あ

る
公

的
資

金
（

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

）
を

確
保

③
共
同
発
行
債
の
増
額


民

間
資

金
の

中
で

基
本

的
に

最
も

金
利

が
低

い
共

同
発

行
債

（
※

）
（

総
務

省
が

条
件

交
渉

を
とり

ま
とめ

）
に

つ
い

て
、

償
還

年
限

を
多

様
化

した
上

で
、発

行
額

を
増

額
（

当
初

予
定

の
1.

2兆
円

に
加

え
、現

時
点

で
0.

8兆
円

の
増

額
要

望
あ

り）
※

地
方

団
体

が
共
同
し
て
発
行
す
る
地
方
債
で
、
平

成
15
年

４
月

か
ら
毎

月
0
.1
兆

円
（年

間
1
.2
兆
円
）
を
発
行

④
公
営
企
業
に
お
け
る
特
別
減
収
対
策
企
業
債
の
発
行


公

営
企

業
で

生
じる

資
金

不
足

は
、通

常
は

地
方

債
の

対
象

とし
て

い
な

い
が

、今
回

の
新

型
コロ

ナ
ウ

イル
ス

感
染

症
に

伴
う減

収
に

よ
る

資
金

不
足

に
つ

い
て

は
、特

例
的

に
地

方
債

（
特

別
減

収
対

策
企

業
債

）
を

発
行

で
き

る
こと

とし
、利

子
に

つ
い

て
特

別
交

付
税

措
置

（
※
）

（
熊

本
地

震
と同

様
の

対
応

）
※

償
還

利
子

の
1
/
2
の
額
を
一
般
会
計
か
ら
繰
出

し
、
そ
の
８
割

を
特

別
交
付

税
措
置

⑤
地
方
債
の
早
期
発
行
を
可
能
とす
る
手
続
き
の
弾
力
化


総

務
省

へ
の

同
意

協
議

手
続

き
を

早
期

か
つ

柔
軟

に
行

うこ
とに

よ
り、

地
方

議
会

の
議

決
後

す
ぐに

発
行

が
可

能
とな

る
よ

う対
応

（
従

来
は

、９
月

議
会

で
議

決
され

た
地

方
債

は
原

則
、年

度
末

の
発

行
だ

った
が

、９
月

に
発

行
可

（
最

も
資

金
ニ

ー
ズ

が
多

い
の

は
10

,1
1月

）
）

H1
9決

算
40

.2
兆
円

H2
0決

算
39

.5
兆
円

▲
0.

7兆
円

H2
1決

算
35

.3
兆
円

▲
4.

2兆
円

※
超
過
課
税
及
び
法
定
外
税
等
を
除
い
た
数
値

リー
マ

ン
シ

ョッ
ク（

H
20

.9
）

後
の

地
方

税
・地

方
譲

与
税

収
入

の
動

向

令
和
２
年
度
内
の
資
金
繰
りへ
の
対
応
に
つ
い
て

※
直
近
貸
付
金
利

0
.0

0
3
%
（
１
年

債
）

※
直
近
貸
付
金
利

0
.0

2
%
（
1
0
年

債
）

※
直

近
金

利
0
.1

3
%
（
1
0
年

債
）

1

010483
ハイライト表示



１
．
共
同
発
行
債
の
概
要

■
共
同
発
行
団
体
が
連
帯
債
務
に
よ
る
強
固
な
信
用
力
に
基
づ
い
て
発
行
す
る
地
方
債
の
代
表
銘
柄
。

■
平
成

15
年

4月
か
ら発

行
。令

和
３
年
４
月
現
在
、3

7道
府
県
・政
令
市
が
参
加
。

２
．
ベ
ン
チ
マ
ー
ク債

とし
て
の
役
割

■
10
年
債
を
大
き
な
ロッ
ト（

毎
月

1,
00

0億
円
（
年
間

1.
2兆

円
）
程
度
）
で
発
行
す
る
こと
に
よ
り、
地
方
債
の
中
で
、最

大
の
発
行
規
模

（
残
高
約

14
兆
円
程
度
）
を
有
す
る
。投

資
家
に
とっ
て
事
務
効
率
が
良
い
点
が
特
徴
。

３
．
投
資
家

■
起
債
ロッ
トの
大
き
さを
好
感
し、
都
銀
・地
銀
等
の
幅
広
い
投
資
家
が
購
入
（
令
和

3年
5月

の
利
率
：

0.
15

0％
）

■
国
内
投
資
家
だ
け
で
な
く、
海
外
投
資
家
も
保
有
（
地
方
債
の
海
外
投
資
家
保
有
残
高
は
令
和

2年
12
月
末
：

1.
5%

)
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1
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1
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10
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%
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H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

R
1

R
2

5年
債

10
年
債

10
年
共
同
債

そ
の
他

10
年
共
同
債
の
構
成
比
（右

軸
）

(単
位
：千

億
円

)

市
場
公
募
債
発
行
額

※
共
同
債
参
加
団
体
（
令
和

3年
4月

時
点
）

北
海
道
、宮

城
県
、福

島
県
、茨

城
県
、埼

玉
県
、千

葉
県
、神

奈
川
県
、

新
潟
県
、福

井
県
、長

野
県
、岐

阜
県
、静

岡
県
、愛

知
県
、三

重
県
、京

都
府
、

大
阪
府
、奈

良
県
、兵

庫
県
、岡

山
県
、広

島
県
、徳

島
県
、熊

本
県
、大

分
県
、

鹿
児
島
県
、札

幌
市
、仙

台
市
、千

葉
市
、川

崎
市
、新

潟
市
、静

岡
市
、

浜
松
市
、京

都
市
、大

阪
市
、神

戸
市
、広

島
市
、北

九
州
市
、福

岡
市

※
令
和
３
年
度
は
、1

.4
兆
円
程
度
を
予
定
。

共
同

発
行
債

2



市場公募地方債 ４兆４，７００億円

（地方債計画総額に占める割合 ② 32.8％ → ③ 32.8％）

令和３年度市場公募地方債について

【地方債計画計上額】

⑴ 全国型市場公募地方債 4兆4,400億円（② 3兆8,200億円）

⑵ 住民参加型市場公募地方債 300億円（② 300億円）

〈参考1〉令和３年度市場公募地方債発行予定額（借換分を含む）

合計 7.6兆円程度（② 7.1兆円程度）

全国型市場公募地方債 7.6兆円程度（② 7.1兆円程度）

10年債 4.4兆円程度（② 3.9兆円程度）

共同発行分 1.4兆円程度（② 1.2兆円程度）

個別発行分 3.0兆円程度（② 2.7兆円程度）

中期債（5年債等） 1.4兆円程度（② 1.4兆円程度）

超長期債（20年債、30年債等） 1.8兆円程度（② 1.8兆円程度）

住民参加型市場公募地方債 300億円程度（② 300億円程度）

（注1）上記数値は、表示数値未満を四捨五入したものであるので、合計と一致しない場合がある。

（注2）上記の発行予定額は変更される可能性がある。

（注3）令和２年度の数値は令和２年度計画ベースの数値。

〈参考2〉市場公募地方債の地方債計画（当初）計画額推移

（単位：兆円）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3

市場公募地方債 4.4 4.4 4.3 4.0 3.7 3.8 3.8 3.9 3.9 4.5

地方債計画総額に
占める割合

31.6％ 32.4％ 32.8％ 32.8％ 32.8％ 32.8％ 32.8％ 32.8％ 32.8％ 32.8％
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１
年

共
同
発

行
債

（
共

同
特
例
１
年
債
）

９
団

体

（
北

海
道
、

埼
玉
県
、

神
奈

川
県

、
福
井
県
、
愛
知
県
、
大
阪
府
、
広
島
県
、
鹿
児
島
県
、
浜
松
市
）

参
加
団
体

発
行
時
期

令
和

３
年

４
月

１
４

日
に

発
行

（
令

和
３
年
４
月
１
日
条
件
決
定
）

発
行
額

３
４

３
億

円

（
北
海
道

:1
5億

円
、
埼

玉
県

:2
6億

円
、

神
奈

川
県

:1
00
億
円
、
福
井
県
:3
億
円
、
愛
知
県
:1
0
0億

円
、

大
阪
府
:6
0億

円
、

広
島

県
:2
0億

円
、
鹿
児
島
県
:9
億
円
、
浜
松
市
:1
0億

円
）

趣
旨
・

目
的

新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染

症
拡
大
の

影
響

を
受

け
た

地
方

税
の

徴
収

猶
予

の
特

例
措

置
に

伴
い
生

じ
る
一
時

的
な

減
収

に
対

応
す

る
た

め
。

利
回

り
０

％

（
表

面
利
率

：
０

.０
０

１
％
、
発
行
価
格
：
１
０
０
.０

０
１
円
）

発
行
条

件

地
方

団
体

の
資

金
調

達
ニ

ー
ズ

を
受

け
て

、
共

同
発

行
債

の
枠

組
み

を
活

用
し

た
市

場
公

募
債

(
１

年
債

)
が

初
め

て
発

行
さ

れ
た

。
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